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1.はじめに 

	 オープン･イノベーションが実務および研究上

も注目されている[1,	2]｡オープン･イノベーショ

ンには外部の技術を導入する inbound オープン･

イノベーション(以下 inbound	OI)と､自社の技術

を外部に提供するoutboundオープン･イノベーシ

ョン(以下､outbound	OI)の２種類がある[3]。筆

者はオープン･イノベーションのパフォーマンス

に注目して､これらの規定要因として外部の知識

源､自社の能力､外部との関係を含めた理論的枠

組みを示し､2006 年に行ったパイロット調査によ

って実証した｡その結果､日本企業では外部の資

源よりは自社の吸収能力など内部の要因の方が

重要であることを明らかにした[4]｡	
	 さらに2007年以降､毎年､研究開発､製品開発に

ついての調査を行っている[5,	6]｡前者において

は､inbound	OI､	outbound	OI についての項目も設

定し､それぞれの成果の規定要因について40程度

の説明変数を投入した探索的分析を行った｡その

結果､｢外部技術探索･提供のための窓口｣のみが

inbound	OI の成果､outbound	OI の成果に対して

ともに正で有意な影響を与えていた｡オープン･

イノベーションを効率的に行うには公式な制度

の充実が必要であるといえる[4,	7]｡一方､オープ

ン･イノベーションといっても inbound と

outbound では必要な能力や条件が異なることを

明らかにした｡	

	 ここまでの研究は探索的な分析を中心に行っ

た｡[4]で指摘したように､オープン･イノベーシ

ョンについては､理論的な枠組みが不足している

という限界がある｡これを踏まえて､本研究では

inbound	OI と outbound	OI の成果を規定する要因

についての理論的枠組みを提案し､筆者が行って

いる研究開発調査[5,	6]の結果を用いて実証す

る｡	

	

2.理論 

	 本研究の枠組みを示す(図 1)｡これは取引費用

論[8,	9]､	企業の資源･能力理論[10,	11]､信頼理

論	[12]に基づいて設定したものである[4,	7,	13,	
14]｡	
	 ここでは､それらを､(1)	これまでの筆者の研

究で重要であることが示されている｢技術の外部

探索･提供のための窓口｣､(2)取引費用に影響を

与える｢環境要因｣､	(3)	企業の資源･能力理論に

関連する｢能力･組織要因｣､	(4)	信頼理論に関連

する｢関係要因｣､	(5)	｢戦略要因｣､	(6)	｢R&D	プ

ロセス要因｣､	(7)	｢外部連携の相手｣に分類し

た｡	

	 それぞれの中には､さらに変数が含まれている

([5]の附表 1参照)｡なお､紙幅の制約のため仮説

や結果については概要を紹介する｡詳細は[13,	
15]を参照のこと｡	

	
図 1	 理論の枠組み	

	

3. データ 

3.1. 調査方法 

2007年から「研究開発についての調査」を行っ

ている｡調査方法については[5, 6]を参照されたい

｡年によって若干異なるが450社程度に送付し､

130社程度から回答を得ている｡	

	

3.2.測定項目 

	 企業の能力などは直接､観測できない概念であ

るため､共分散構造分析を用いることを想定して

複数項目を設定した｡客観的な指標と主観的な指

標の相関が高いことが示されており[16]､本調査

でも限定された項目だが､主観的な回答と財務デ

ータには正の相関があることを確認した[5]｡｢共
同研究の相手｣については 0/1､その他の項目につ

いては､5 段階のリッカート尺度で回答してもら

った｡	

	 各概念の測定項目､α係数は若干低いものもあ

るが､概ね妥当である｡また､年度間での測定の不

変性についても確認した([5]附表2参照)｡これに

基づいて､各概念の測定項目を合成した変数を作

成し分析に用いることとした｡	

	



3.3.単純集計の結果 

	 関連する項目について単純集計の結果を紹介

する｡トレンドの分析方法や結果については[6]
を参照されたい｡	

	 共同研究の相手(図2)については､｢国内大学｣

｢国公立の研究機関｣｢顧客｣の順に回答率が高く

なっている｡これらに明確なトレンドはないが､｢

技術を持った企業のM&Aは増加傾向にある｣｡	

	
図2	 共同研究の相手のトレンド	

	

	 ｢OI窓口(OIのための技術の外部探索･提供窓口

)｣｢Inbound	OI成果｣｢Outbound	OI成果｣について

は､それぞれ複数項目のリッカート尺度で測定し

た｡いずれも時系列では明確なトレンドはない(

図3)｡一貫してOutbound	OI成果はInbound	OI成果

と比較して低評価であり､技術の外部提供は未発

達であるといえる｡なお､｢Inbound	OIの成果｣｢

Outbound	OIの成果｣の相関係数は0.335と正であ

るが明らかに1とは異なっており､これらを規定

する要因が異なることが推測される｡	

	
図3	 オープン･イノベーション(OI)に関する項

目のトレンド	

	

4.分析結果 

4.1.分析方法	

	 理論的枠組に含まれる変数群は相関が高いも

のが多い｡このため本研究では､R&D プロセス要因

は除外して分析することとした｡複数年の回答で

あることから､パネルデータとして推定した｡本

来ならば同時推定すべきだが､変数も多く複雑な

モデルとなり､推定結果が安定しないため､

Inbound	OI 成果､Outbound	OI 成果､R&D 成果別に

推定した｡それぞれ､固定効果モデル､ランダム効

果モデルを推定し､ハウスマン=ワイズ検定によ

ってモデルを選択した(表)｡	

	 ｢Inbound	OI 成果｣｢Outbound	OI 成果｣について

は､ランダム効果モデル､R&D の成果については､

パラメータの多い固定効果モデルが選択された｡

R&D の成果は､企業による差異が大きいためだと

考えられる｡	

	

4.2.分析結果	

･オープン･イノベーションの中心ルート	

	 ｢OI 窓口｣は｢Inbound	OI 成果｣｢Outbound	OI 成

果｣に正で有意である｡｢Inbound	OI 成果｣は｢R&D

成果｣に正で有意であり､OI の成果を高めるため

には､OI のための外部技術探索･提供制度が重要

であること､また OIが R&D全体の成果も高めるこ

とがわかる｡	

	

･環境要因	

	 ｢(需要や技術を巡る)競争｣｢市場(需要)変化｣

は｢Inbound	OI 成果｣に､｢技術変化｣は｢Outbound	

OI 成果｣に対して､それぞれ正で有意である｡

Inbound	OI は市場の状況､Outbound	OI は技術の

状況によって影響されていると考えられる｡	

	

･能力･組織要因	

	 ｢吸収能力｣｢技術能力｣とも｢Inbound	OI 成果｣

｢Outbound	OI成果｣に対して正で有意であり､能力

が高いことが OI 成果の改善に必要であるコトが

わかる｡｢リスク志向｣は､｢Inbound	OI成果｣に対し

て正で有意である｡新しい試みを行うには､一定

のリスクをとる姿勢が重要となっている｡	

	 様々な活動を企業の内部で行うか､市場を活用

するかという｢企業の境界｣の規定要因について

は､取引費用を重視する立場[9]	[8]､企業の資源

や能力を重視する立場[10,	11]がある｡ここでの

結果は､これらの両者が重要であることを示して

いる｡	

	

･関係要因	

	 Chesbrough	(2003､2006)のオープン･イノベー

ションは､技術媒介企業の利用など､外部知識の

市場からの調達が強調されているように思われ

る｡｢(自社への)信頼｣も｢inbound	OI 成果｣に正で

有意となっている｡これは､社会的関係によって

埋め込まれていることによって､市場による自由

な取引で生じうる機会主義的な行動が抑制され､

取引がより長期的･効率的に行えるという論点
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[12]を支持するものである｡	

	

･共同研究の相手	

	 ｢Inbound	OI 成果｣については､｢国内の大学｣と

いった共同研究だけでなく､｢M&A｣｢特許､ライセ

ンス購入｣といった市場での調達も正で有意な影

響を与えている｡	

	 ｢Outbound	OI成果｣については､｢同業他社｣だけ

でなく､｢子会社｣が正で有意となっている｡後者

に関しては､オープンというよりは｢半オープン｣

な関係であるといえよう｡	

	

5.まとめ 

	 本研究では Inbound	OI､Outbound	OI 成果の規

定要因についての理論的枠組みを提案した｡継続

的に行っているR&D担当者へのアンケート調査か

ら､実態を把握し､設定した仮説を検定した｡	

	 この結果､｢オープン･イノベーションのための

外部技術探索･提供｣の整備が Inbound	 OI ､

outbound	OI成果に影響を与えることがわかった｡

ただし､この制度の制度は未発達な企業が多いこ

ともわかった｡	

	 理論的には､取引費用論に基づく変数､能力･組

織要因に関する変数ともに有意となった｡	

Chesbrough	(2003､2006)はオープン･イノベーシ

ョンが重要化した要因として､技術変化や人材の

流動化など｢取引費用｣を重視しているが､企業の

能力も重要であるといえる｡さらに､取引がより

長期的･効率的に行えるという信頼理論[12]も支

持された｡	

	 理論的枠組を検定するためには､当時推定すべ

きだが､本研究では Inbound	OI 成果､Outbound	OI

成果､R&D 成果別に推定した｡モデルの簡略化など

行い､ダイナミックな仮説も含めた同時推定を行

いたい｡今後も調査は継続予定であり､オープン･

イノベーションの長期の動向を把握する予定で

ある｡	
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表	 Inbound､	outbound オープン･イノベーションの成果の規定要因の実証結果	

	

	
	

注)***:1%水準で有意		**:5%水準で有意		*:10%水準で有意	


